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発行責任者 峯田博 山辺町山辺5862 日本共産党が見解を発表しました。

コロナ対策は、「国と連携して

更に強力に進めます」としていま

すが、具体的な対策は見えません。

菅政権のコロナ対応については、

「人災」、後手に回ったと批判が。

コロナ後よりも、急拡大の今こそ、

具体的な対策が必要です。

「人口減少」問題は重要な課題です

が、少子化が進んだ主な社会的な原因

は「仕事と育児の両立困難」「子育て

環境が未整備」「経済的理由」等です。

不安定雇用を増やし、労働強化、国

民負担増、社会保障予算を削ってきた

自公政権の責任ではないでしょうか。

「県庁を山形市の中心地に移転」を

掲げていますが、同じ場所への建て替

えでも約400億円。移転の場合の駐車

場の確保でもさらに数百億円が必要。

公共施設の長寿命化が課題になって

いるとき、箱もの建設の公共事業を政

策の柱にする旧態依然の感覚です。
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